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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

       ３  純資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す 

           る会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計 

           基準等の適用指針」（企業会計基準適用基準第８号）を適用しております。 

  

  

第一部 【企業情報】

回次 第86期中 第87期中 第88期中 第86期 第87期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 70,539 65,818 70,142 139,537 133,946

経常利益 (百万円) 905 963 1,146 1,571 1,903

中間(当期)純利益 (百万円) 681 627 1,173 1,419 1,329

純資産額 (百万円) 4,481 6,998 9,778 5,462 8,908

総資産額 (百万円) 55,617 50,417 57,421 52,990 55,046

１株当たり純資産額 (円) 107.29 167.58 231.43 130.79 213.30

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 16.32 15.02 28.09 33.99 31.84

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 8.1 13.9 16.83 10.3 16.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,645 3,124 935 3,994 2,370

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 228 △28 333 604 858

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 676 △3,122 △1,630 △4,777 △2,910

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 602 1,149 1,278 1,176 1,631

従業員数 
(ほか、 
平均臨時雇用者数)

(名)
359
(50)

348
(49)

407
(58)

351
(52)

402
(46)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益」は中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

     ３  純資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関 

           する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

           計基準等の適用指針」（企業会計基準適用基準第８号）を適用しております。 

  

回次 第86期中 第87期中 第88期中 第86期 第87期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 64,134 58,631 60,959 126,462 119,738

経常利益 (百万円) 484 497 723 806 1,085

中間(当期)純利益 (百万円) 256 222 774 895 659

資本金 (百万円) 4,024 4,024 4,024 4,024 4,024

発行済株式総数 (千株) 41,780 41,780 41,780 41,780 41,780

純資産額 (百万円) 3,300 5,196 6,861 4,215 6,623

総資産額 (百万円) 50,828 44,778 49,945 47,484 47,738

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 6.5 11.6 13.7 8.9 13.9

従業員数 
(ほか、 
平均臨時雇用者数)

(名)
213
(17)

213
(16)

206
(8)

211
(16)

213
(12)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。 

また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 
平成18年9月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に当中間連結会計期間の平均人数を外数で記載しており

ます。 

２ 全社(共通)として記載している従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているもの

であります。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成18年9月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に当中間会計期間の平均人数を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社には明和産業労働組合があり、平成18年9月30日現在の組合員数は139名であります。 

 また、連結子会社につきましては労働組合はありません。 

 なお、労働組合との間には特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

化学品関連事業 100(6)

合成樹脂関連事業 50(3)

機能建材関連事業 88(25)

燃料・物資関連事業 97(23)

海外業務関連事業 13(－)

全社(共通) 59(1)

合計 407(58)

従業員数(名) 206(8)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や長期金利の上昇等による影響が懸念さ

れたものの、企業収益の改善を背景とした雇用環境の改善や個人消費の増加により景気は引き続き回復

基調のうちに推移いたしました。 

 このような情勢のもとで、当社は先に策定いたしました３ヶ年中期経営計画に沿って当社グループの

得意分野、注力分野の深耕・強化に取り組んで参りました結果、当社グループの中間連結会計期間の売

上高は主力部門であります化学品関連事業を中心に燃料・物資関連事業、海外業務関連事業において伸

長し、また、前連結会計年度末より燃料・物資関連事業に係る在中国子会社であります明和産業(上海)

有限公司を連結子会社に加えた影響もあり、グループ全体の売上高は前年同期に比べ6.6％増の７０１

億４千２百万円と伸長いたしました。 

 一方、損益面では、売上高の増加と利益率の改善にともない営業利益は１０億４千５百万円(前年同

期比36.7％増)、経常利益も１１億４千６百万円(同19.0％増)と前年同期を大きく上回る結果となりま

した。 

 さらに、業績の安定的な推移を背景に将来年度の課税所得見積額に対する確実性が高まっていること

から繰延税金資産の回収可能性に関する判断の見直しをおこなった結果、税金費用が減少したため当中

間純利益は１１億７千３百万円(同86.9％増)と大幅に増加いたしました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。  

化学品関連事業 

国内取引は、商社間のコークス取引からの撤退ならびに国内希土類取引の輸入シフト等による影響に

より売上高は微減となりました。 

 一方、貿易取引では、中国コークス取扱いの縮小により大きな影響があったものの得意分野でありま

す希土類・難燃剤の取扱いが大幅に伸長したことから貿易取引全体の売上高は大きく増加いたしまし

た。 

 これらの結果、化学品関連事業の売上高は２７１億７千６百万円(前年同期比4.5％増)となりまし

た。 

 営業利益につきましては、貿易取引の伸長にともなう売上総利益の増加に加えコークス取引による損

失の解消により５億３千万円(同2.8倍)と大幅に増加いたしました。 

 

合成樹脂関連事業 

国内取引では、遊戯関連の樹脂原料・成型品の取扱いが減少いたしましたものの、樹脂原料・製品の

値上げと需要増により国内取引全体の売上高は微増となりました。 

 一方、貿易取引では、関連会社向け金型・樹脂原料ほか輸出取引の減少等により貿易取引全体の売上

高は減少いたしました。 

 これらの結果、合成樹脂関連事業の売上高は１６６億５千６百万円(前年同期比1.5％減)に止まりま

した。 

 営業利益につきましては、売上総利益の減少及び販管費の増加により２億９百万円(同15.3％減)と減

 



少いたしました。 



 

機能建材関連事業 

国内取引は、環境関連機材取引の減少、夏場と秋口の天候不順に加え販売価格上昇の影響を受けた防

水資材取引の減少により国内取引全体の売上高は減少いたしました。 

 一方、貿易取引では、梱包材の輸入取引が伸長いたしましたため貿易取引全体の売上高は微増となり

ました。 

 これらの結果、機能建材関連事業の売上高は１１４億９千６百万円(前年同期比3.7％減)となりまし

た。 

 営業利益につきましては売上高の減少により２億７千７百万円(同6.1％減)と減少いたしました。 

 

燃料・物資関連事業 

国内取引は、原油価格の高騰により石油製品の売上高は増加いたしましたものの、一方では需要家の

エネルギー転換の影響を受けナフサ取引等の減少が大きく、全体として売上高は減少いたしました。 

 一方、貿易取引では、中国向けベースオイルほか取引の増加により、全体の売上高は大きく増加いた

しました。 

 また、前連結会計年度から明和産業(上海)有限公司を連結子会社に含めたことにより同社の売上高２

０億７千８百万円が加わった結果、燃料関連事業の売上高は９７億２千２百万円(前年同期比49.9％増)

と大きく増加いたしました。 

 営業利益につきましては売上総利益の増加と連結子会社の増加により１億９千５百万円(同2.1倍)と

なりました。 

 

海外業務関連事業 

冷凍水産物の取扱いは国内市場の価格低迷と中国・韓国等の需要急増の影響で原料入手が難しくなっ

ているものの食料関連全体の売上高は横這いに推移いたしました。 

 また、機械関連の輸出取引を中心とした海外営業関連は、受注競争の激化による影響を受け売上高は

大幅に減少いたしました。 

 一方、金属製品関連では中国等の電力事情を背景に発電設備部材の輸出取引が、また、国内設備投資

の好調を背景に中国製フランジ輸入取引が大きく伸長いたしました。 

 これらの結果、海外業務関連事業の売上高は５０億９千万円(前年同期比13.6％増)と増加いたしまし

た。 

 営業利益につきましては、機械関連輸出取引の減少による影響が大きく１億１千万円(同47.4％減)と

大きく減少いたしました。 

  

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

連結キャッシュフローの状況につきましては、営業活動による増加資金９億３千５百万円及び投資有

価証券の売却及び関連会社清算による収入等の投資活動による増加資金３億３千３百万円により借入金

を返済した結果、当中間期末の資金は前年度末比３億５千３百万円減少の１２億７千８百万円となりま

した。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において営業活動による資金の増加は９億３千５百万円(前年同期比２１億８千９

百万円減)となっております。これは、主に利益の資金化により５億７千１百万円（税金等調整前中間

純利益から非資金化科目及び投資関係資金を除いた額）、中間期末が銀行休日となった影響もあり、仕

入債務の増加により３１億５千３百万円（同４７億３千９百万円増）、流動化した売掛金代理回収資金

の未決済等その他流動負債の増加により９億６百万円(同９億２千３百万円増)の資金が増加した一方

で、売上債権の増加により２３億４千３百万円(同６３億１千万円増)、売上債権流動化の減少により７

億８千１百万円（同１億９千４百万円減）、たな卸資産の増加により７億８百万円(同１２億８千３百

万円増)の資金が減少したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において投資活動による資金の増加は３億３千３百万円(前年同期比３億６千２百

万円増)となっております。これは、主に投資有価証券の売却、関係会社清算益、貸付金の回収による

収入であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において財務活動による資金の減少は１６億３千万円(前年同期比１４億９千２百

万円減)となっております。これは、主に借入金の返済によるものであります。 

  

  



２ 【成約及び販売の状況】 

(1) 成約の状況 

当中間連結会計期間末における成約残高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであり

ます。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品販売実績 

当中間連結会計期間における商品販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

  

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間 

(平成18年９月30日現在)
前年同期末比(％)

化学品関連事業(百万円) 1,907 250.9

合成樹脂関連事業(百万円) 487 274.7

機能建材関連事業(百万円) 290 96.6

燃料・物資関連事業(百万円) 283 685.5

海外業務関連事業(百万円) 3,294 97.6

合計 6,263 134.5

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前年同期比(％)

化学品関連事業(百万円) 27,176 4.5

合成樹脂関連事業(百万円) 16,656 △1.5

機能建材関連事業(百万円) 11,496 △3.7

燃料・物資関連事業(百万円) 9,722 49.9

海外業務関連事業(百万円) 5,090 13.6

合計 70,142 6.6



３ 【対処すべき課題】 

本年度を初年度とする３ヶ年中期経営計画にありますとおり、今後、累積損失の早期解消に向け得意

分野・注力分野の深耕・強化により高機能・高収益商社へ質的変換を図るとともに競業企業との競争に

打ち勝つため、問題解決、提案型営業の強化を図ってまいります。 

 また、グループを取り巻くあらゆるリスクの洗出しと管理の徹底によりグループ全体の収益性の維

持・拡大を支えてまいります。一方、財務体質強化のため今後も引き続き資産及び有利子負債の圧縮に

努めてまいる所存であります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

特記すべき事項はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月11日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 41,780,000 41,780,000
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 41,780,000 41,780,000 ― ―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年9月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

― 41,780 ― 4,024 ― 2,761

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目3番1号 13,756 32.93

三菱化学株式会社 東京都港区芝五丁目33番8号 4,079 9.77

旭硝子株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目12番1号 3,849 9.21

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7番1号 1,594 3.82

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目2番1号 1,557 3.73

明治安田生命保険相互会社
東京都中央区晴海一丁目8番12号
晴海アイランドトリトンスクエアZ棟 
（常代）資産管理サービス信託銀行（株）

1,491 3.57

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番10号 962 2.30

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 840 2.01

資産管理サービス信託銀行 
株式会社（年金信託口）

東京都中央区晴海一丁目8番12号
晴海アイランドトリトンスクエアZ棟

579 1.39

三菱瓦斯科学株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目5番2号 537 1.29

計 ― 29,248 70.01



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年9月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が64,400株(議決権644個)含まれて  

おります。 

２ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式20株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年9月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

16,100
―

権利内容により何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

41,758,100
417,581 同上

単元未満株式
普通株式

5,800
― 同上

発行済株式総数 41,780,000 ― ―

総株主の議決権 ― 417,581 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
明和産業株式会社

東京都千代田区丸の内 
三丁目３番１号

16,100 ― 16,100 0.04

計 ― 16,100 ― 16,100



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、いずれも東京証券取引所市場第一部によるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 616 583 453 349 346 343

最低(円) 478 431 312 234 252 285



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成18月４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,149 1,278 1,631

 ２ 受取手形及び売掛金 *2,3,7 31,243 37,506 34,387

 ３ たな卸資産 3,489 3,994 3,292

 ４ 繰延税金資産 240 206 271

 ５ その他 1,798 1,432 1,779

    貸倒引当金 △840 △698 △907

  流動資産合計 37,080 73.5 43,719 76.1 40,455 73.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 *1,2 688 1.4 621 1.1 649 1.2

 ２ 無形固定資産 32 0.1 33 0.1 33 0.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 
    及び出資金

＊２ 9,772 10,826 11,531

  (2) 長期繰延税金資産 19 10 8

  (3) その他 ＊２ 3,679 3,080 3,134

     貸倒引当金 △855 △870 △766

  投資その他の資産合計 12,615 25.0 13,046 22.7 13,908 25.3

  固定資産合計 13,337 26.5 13,702 23.9 14,591 26.5

  資産合計 50,417 100.0 57,421 100.0 55,046 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 *2,7 26,877 31,128 27,981

 ２ 短期借入金 ＊２ 5,407 5,414 5,828

 ３ 賞与引当金 35 36 36

 ４ その他 701 1,825 1,162

  流動負債合計 33,021 65.5 38,404 66.9 35,007 63.6

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ＊２ 7,404 6,200 7,401

 ２ 長期繰延税金負債 1,355 1,600 2,063

 ３ 退職給付引当金 344 321 342

 ４ 役員退職慰労引当金 ― 91 ―

 ５ 連結調整勘定 31 ― 28

 ６ 負ののれん ― 24 ―

 ７ その他 1,174 999 1,196

  固定負債合計 10,310 20.5 9,238 16.1 11,032 20.0

  負債合計 43,332 86.0 47,643 83.0 46,040 83.6

(少数株主持分)

  少数株主持分 86 0.1 ― ― 97 0.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 4,024 8.0 ― ― 4,024 7.3

Ⅱ 資本剰余金 2,761 5.5 ― ― 2,761 5.0

Ⅲ 利益剰余金 △1,758 △3.5 ― ― △1,056 △1.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

2,225 4.4 ― ― 3,308 6.0

Ⅴ 為替換算調整勘定 △251 △0.5 ― ― △125 △0.2

Ⅵ 自己株式 △3 △0.0 ― ― △3 △0.0

  資本合計 6,998 13.9 ― ― 8,908 16.2

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計

50,417 100.0 ― ― 55,046 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 4,024 ―

 ２ 資本剰余金 ― 2,761 ―

 ３ 利益剰余金 ― 170 ―

 ４ 自己株式 ― △3 ―

  株主資本合計 ― ― 6,952 12.1 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 2,811 ―

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― △0 ―

 ３ 為替換算調整勘定 ― △97 ―

  評価・換算差額等 
  合計

― ― 2,713 4.7 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 113 0.2 ― ―

  純資産合計 ― ― 9,778 17.0 ― ―

  負債純資産合計 ― ― 57,421 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 65,818 100.0 70,142 100.0 133,946 100.0 

Ⅱ 売上原価 61,967 94.1 65,812 93.8 126,194 94.2

   売上総利益 3,850 5.9 4,329 6.2 7,752 5.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊１ 3,085 4.7 3,284 4.7 6,187 4.6

   営業利益 764 1.2 1,045 1.5 1,565 1.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 16 19 35

 ２ 受取配当金 64 56 107

 ３ 連結調整勘定償却額 3 ― 6

 ４ 負ののれん償却額 ― 3 ―

 ５ 持分法による 
   投資利益

262 174 455

 ６ その他 20 368 0.6 23 276 0.4 62 668 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 98 102 187

 ２ 手形売却損 20 23 41

 ３ 売掛金売却損 17 14 32

 ４ 売上割引 19 15 39

 ５ その他 14 170 0.3 18 175 0.3 27 329 0.2

   経常利益 963 1.5 1,146 1.6 1,903 1.4

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ＊２ 0 8 3

 ２ 投資有価証券売却益 21 101 361

 ３ 貸倒引当金戻入益 50 219 60

 ４ 関係会社清算益 10 77 10

 ５ その他 ― 83 0.1 5 412 0.6 1 436 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 投資有価証券及び 
   出資金評価損

7 ― 65

 ２ 固定資産除却損 0 0 0

 ３ 減損損失 ＊３ 15 ― 23

 ４ 役員退職慰労 
   引当金繰入額

― 114 ―

 ５ その他 0 23 0.0 5 120 0.1 10 99 0.0

   税金等調整前中間 
   （当期）純利益

1,023 1.6 1,438 2.1 2,239 1.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

183 300 694

   法人税等調整額 198 381 0.6 △48 252 0.4 193 888 0.7

   少数株主利益 13 0.0 12 0.0 21 0.0

   中間（当期）純利益 627 1.0 1,173 1.7 1,329 1.0



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 2,761 2,761

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

2,761 2,761

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △2,386 △2,386

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間（当期）純利益 627 1,329

 ２ 連結子会社増加に伴う 

   利益剰余金増加高
― 627 108 1,438

Ⅲ 利益剰余金減少高

   持分法適用会社減少に 
   伴う利益剰余金減少高   

― ― 108 108

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 △1,758 △1,056



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,024 2,761 △1,056 △3 5,726

中間連結会計期間中の変動額

 持分法適用範囲の変動 53 53

 中間純利益 1,173 1,173

 自己株式の買取 △0 △0

株式資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額（純額）

―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 1,226 △0 1,226

平成18年９月30日残高(百万円) 4,024 2,761 170 △3 6,952

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算 

調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,308 ― △125 3,182 97 9,006

中間連結会計期間中の変動額

 持分法適用範囲の変動 53

 中間純利益 1,173

 自己株式の買取 △0

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額)

△496 △0 28 △469 15 △453

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△496 △0 28 △469 15 772

平成18年９月30日残高(百万円) 2,811 △0 △97 2,713 113 9,778



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前中間（当期）純利益 1,023 1,438 2,239

   減価償却費 30 24 70

   連結調整勘定償却額 △3 ― △6

   負ののれん償却額 ― △3 ―

   持分法による投資利益 
   (受取配当金控除後)

△242 △149 △427

   貸倒引当金の減少額 △202 △104 △224

   退職給付引当金の減少額 △4 △20 △6

   役員退職慰労引当金の増加額 ― 91 ―

   賞与引当金の増減額（△は減少） 0 △0 1

   受取利息及び受取配当金 △81 △76 △142

   支払利息 98 102 187

   投資有価証券売却益 △21 △101 △361

   投資有価証券評価損 5 ― 5

   出資金評価損 ― ― 59

   固定資産売却益 △0 △8 △3

   関係会社清算益 ― △77 ―

   売上債権の増減額（△は増加） 3,967 △2,343 2,163

   売上債権流動化による収入 △586 △781 △1,577

   たな卸資産の増減額（△は増加） 575 △708 995

   仕入債務の増減額（△は減少） △1,585 3,153 △887

   その他流動資産の減少額 34 268 103

   その他投資等の減少額 239 68 339

   その他流動負債の増減額 
   （△は減少）

△16 906 2

   その他固定負債の増減額 
   （△は減少）

30 △196 51

   その他 14 △4 27

    小計 3,274 1,479 2,612

   利息及び配当金の受取額 99 96 175

   利息の支払額 △90 △90 △180

   法人税等の支払額 △159 △548 △237

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

3,124 935 2,370



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の払戻による収入 100 ― 100

   投資有価証券の取得による支出 △2 △2 △4

   投資有価証券の売却による収入 54 155 530

   出資金の払込による支出 △187 ― △237

   有形固定資産の取得による支出 △51 △14 △60

   有形固定資産の売却による収入 1 33 4

   短期貸付金の貸付による支出 △50 △46 △98

   短期貸付金の回収による収入 105 114 220

   長期貸付金の貸付による支出 △7 △6 △10

   長期貸付金の回収による収入 ― ― 2

   関係会社清算による収入 ― 118 ―

   役員保険積立金解約による収入 ― ― 404

   その他 10 △18 8

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△28 333 858

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純減少額 △1,615 △427 △1,395

   長期借入による収入 1,500 ― 1,500

   長期借入金の返済による支出 △3,006 △1,202 △3,013

   その他 △0 △0 △1

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△3,122 △1,630 △2,910

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 8 1

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
  （△は減少）

△27 △353 320

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,176 1,631 1,176

Ⅶ 新規連結による現金及び現金 
  同等物の増加額

＊２ ― ― 134

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末 
  (期末)残高

＊１ 1,149 1,278 1,631



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数 ４社 

  主要な連結子会社名 

   ㈱十全チバフク 

   東京グラスロン㈱ 

   ㈱明和セールス

(1) 連結子会社の数 ５社 

  主要な連結子会社名 

   ㈱十全チバフク 

   東京グラスロン㈱ 

   ㈱明和セールス

(1) 連結子会社の数 ５社 

   主要な連結子会社名は 

   「第１企業の概況４ 

   関係会社の状況」に 

    記載しているため、 

     省略いたしました。

    なお、前連結会計年

度まで持分法適用の非

連結子会社でありまし

た明和産業（上海）有

限公司は重要性が増し

たことにより、当連結

会計年度末より連結の

範囲に含めることに致

しました。

(2) 非連結子会社の数

４社

  主要な非連結子会社名

明和産業(上海)有限

公司

明和産業(天津)有限

公司

連結の範囲から除いた

理由

 非連結子会社は、い

ずれも小規模であり、

総資産、売上高、中間

純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、

いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであ

ります。

(2) 非連結子会社の数

２社

  主要な非連結子会社名

明和産業貿易(大連

保税区)有限公司

連結の範囲から除いた

理由

同左

(2) 非連結子会社の数

２社

  主要な非連結子会社名

明和産業貿易(大連

保税区)有限公司

連結の範囲から除いた

理由

 非連結子会社は、い

ずれも小規模であり、

総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、

いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼし

ていないためでありま

す。

２ 持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法適用の非連結子

  会社数

１社

  会社名

   明和産業（上海）有

限公司 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 持分法適用の関連会社

数

７社

  主要な会社名

   ㈱鈴裕化学

   クミ化成㈱

   菱成樹脂㈱

   高和精工（上海）

有限公司

(1) 持分法適用の非連結子

  会社数

１社

  会社名

   武田商事㈱

   なお、前連結会計年

度まで持分法非適用の

非連結子会社でありま

した武田商事㈱は重要

性が増したことにより

当中間連結会計期間よ

り持分法適用の範囲に

含めることに致しまし

た。

(2) 持分法適用の関連会社

数

 ６社

  主要な会社名

   ㈱鈴裕化学

   クミ化成㈱

   菱成樹脂㈱

   高和精工（上海）

有限公司

(1) 持分法適用の非連結子

  会社数

なし

            

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 持分法適用の関連会社

数

７社

  主要な会社名

   ㈱鈴裕化学

   クミ化成㈱

   菱成樹脂㈱

   高和精工（上海）

有限公司



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 クミ化成㈱について

は、同社の海外子会社３

社及び海外関連会社１社

に対する投資について持

分法を適用して認識した

損益が中間連結財務諸表

に与える影響が大きいた

め、当該４社の損益をク

ミ化成㈱の損益に含めて

計算しており、持分法適

用会社数はクミ化成㈱グ

ループ全体を１社として

表示しております。 

  

 

 

 なお、前連結会計年度ま

で持分法適用の関連会社に

含めておりました上海明世

橡膠有限公司は、当中間連

結会計期間中に清算結了し

たことに伴ない関連会社で

なくなりました。 

 クミ化成㈱については、

同社の海外子会社３社及び

海外関連会社１社に対する

投資について持分法を適用

して認識した損益が連結財

務諸表に与える影響が大き

いため、当該４社の損益を

クミ化成㈱の損益に含めて

計算しており、持分法適用

会社数はクミ化成㈱グルー

プ全体を１社として表示し

ております。 

 

 クミ化成㈱について

は、同社の海外子会社３

社及び海外関連会社１社

に対する投資について持

分法を適用して認識した

損益が連結財務諸表に与

える影響が大きいため、

当該４社の損益をクミ化

成㈱の損益に含めて計算

しており、持分法適用会

社数はクミ化成㈱グルー

プ全体を１社として表示

しております。 

 なお、前連結会計年度

まで持分法適用の非連結

子会社でありました明和

産業（上海）有限公司は

連結子会社に該当するこ

ととなったため、当連結

会計年度末より持分法適

用の非連結子会社から除

外しております。

(3) 持分法非適用会社

 持分法を適用しない非

連結子会社（明和産業

（天津）有限公司他２

社）及び関連会社（㈱赤

萩フランジ他２社）は、

それぞれ中間連結純損益

及び連結利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても

重要性がないため持分法

の適用から除外しており

ます。

(3) 持分法非適用会社

 持分法を適用しない非

連結子会社（明和産業貿

易（大連保税区）有限公

司）及び関連会社（㈱赤

萩フランジ他１社）は、

それぞれ中間連結純損益

及び連結利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても

重要性がないため持分法

の適用から除外しており

ます。

(3) 持分法非適用会社

 持分法を適用しない非

連結子会社(明和産業貿

易(大連保税区)有限公司

他１社)及び関連会社(㈱

赤萩フランジ他２社)

は、それぞれ連結純損益

及び連結利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても

重要性がないため持分法

の適用から除外しており

ます。

(4) 持分法の適用会社のう

ち、中間決算日が中間連

結決算日と異なる会社に

ついては各社の中間会計

期間に係る財務諸表を使

用しております。

(4)    同左 (4) 持分法の適用会社のう

ち、決算期が連結決算日

と異なる会社については

各社の事業年度に係る財

務諸表を使用しておりま

す。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

 連結子会社のうち㈱十全

チバフクの中間決算日は平

成17年６月30日であり、㈱

明和セールスの中間決算日

は平成17年７月31日であ

り、また、ソーケン㈱、東

京グラスロン㈱の中間決算

日は平成17年８月31日であ

ります。 

中間連結財務諸表の作成に

当たっては、同決算日現在

の財務諸表を使用しており

ます。ただし平成17年７月

１日から中間連結決算日平

成17年９月30日までの期間

に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整

を行っております。

 連結子会社のうち㈱十全

チバフク、明和産業（上

海）有限公司の中間決算日

は平成18年６月30日であ

り、㈱明和セールスの中間

決算日は平成18年７月31日

であり、また、ソーケン

㈱、東京グラスロン㈱の中

間決算日は平成18年８月31

日であります。 

中間連結財務諸表の作成に

当たっては、同決算日現在

の財務諸表を使用しており

ます。ただし平成18年７月

１日から中間連結決算日平

成18年９月30日までの期間

に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整

を行っております。

 連結子会社のうち㈱十全

チバフク、明和産業（上

海）有限公司の決算日は平

成17年12月31日であり、㈱

明和セールスの決算日は平

成18年１月31日であり、ま

た、ソーケン㈱、東京グラ

スロン㈱の決算日は平成18

年２月28日であります。 

 連結財務諸表の作成に当

たっては、同決算日現在の

財務諸表を使用しておりま

す。ただし、平成18年１月

１日から連結決算日平成18

年３月31日までの期間に発

生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行

っております。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 イ 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 イ 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定)

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 イ 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの

移動平均法による

原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

 ロ デリバティブ

    時価法

 ロ デリバティブ

同左

 ロ デリバティブ

同左

 ハ たな卸資産

当社及び国内連結

子会社は主として

先入先出法による

原価法を採用して

おります。

 ハ たな卸資産

当社及び連結子会

社は主として先入

先出法による原価

法を採用しており

ます。

 ハ たな卸資産

当社及び連結子会

社は主として先入

先出法による原価

法を採用しており

ます。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

 当社は建物について

は定率法を、建物以外

については主に貸与資

産であり定額法を、国

内連結子会社は定率法

を、また在外子会社は

定額法を採用しており

ます。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

 当社は建物について

は定率法を、建物以外

については主に貸与資

産であり定額法を、国

内連結子会社は定率法

を、また在外連結子会

社は定額法を採用して

おります。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

 当社は建物について

は定率法を、建物以外

については主に貸与資

産であり定額法を、国

内連結子会社は定率法

を、また在外連結子会

社は定額法を採用して

おります。



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

   建物   10～30年

   構築物   5～15年

   機械装置  5～ 8年

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

   建物   10～30年

   構築物   5～15年

   機械装置  5～ 8年

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

   建物   10～30年

   構築物    5～15年

   機械装置  5～ 8年

(3) 重要な引当金の計上基

準

 イ 貸倒引当金

売上債権、貸付金等

の貸倒損失に備えるた

め、当社及び国内連結

子会社は一般債権につ

いては、貸倒実績率に

よる計算額を、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収

可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上して

おります。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 イ 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 イ 貸倒引当金

同左

 ロ 賞与引当金

国内連結子会社は従

業員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、次回支給見込額の

うち当中間連結会計期

間負担分を計上してお

ります。

 ロ 賞与引当金

同左

 ロ 賞与引当金

国内連結子会社は従

業員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、次回支給見込額の

うち当連結会計年度負

担分を計上しておりま

す。

 ハ 退職給付引当金

当社及び国内連結子

会社において、従業員

の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末

における退職給付債務

及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上しておりま

す。

なお、会計基準変更

時差異(2,182百万円)

については、15年によ

る按分額を費用処理し

ております。

数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度か

ら費用処理することと

しております。

 ハ 退職給付引当金

同左

 ハ 退職給付引当金

当社及び国内連結子

会社において、従業員

の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末

における退職給付債務

及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計

年度末において発生し

ていると認められる額

を計上しております。

なお、会計基準変更

時差異(2,182百万円)

については15年による

按分額を費用処理して

おります。

数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度か

ら費用処理することと

しております。

    ――――― 

 

 

 

 

 

 ニ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内

規に基づく中間連結会

計期間末要支給額を計

上しております。

    ――――― 

 

 

 

 

 



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（会計処理の変更）
 従来、当社及び主要な連

結子会社の役員退職慰労金

は、支出時の費用として処

理しておりましたが、当中

間連結会計期間より内規に

基づく中間連結会計期間末

要支給額を計上する方法に

変更しました。

 この変更は、当中間連結

会計期間に行った内規の見

直しを機として、役員の増

加並びに在職年数の長期化

傾向に鑑み、期間損益の適

正化を図るため、役員退職

慰労金を役員の在任期間に

わたって合理的に費用配分

したことによります。

 この変更により、当中間

連結会計期間の発生額17百

万円は販管費及び一般管理

費へ、過年度分相当額114

百万円は特別損失に計上し

ております。

 この結果、従来と同一の

方法を採用した場合と比

べ、営業利益及び経常利益

は22百万円増加し、税金等

調整前中間純利益は91百万

円減少しております。

 なお、セグメント情報に

与える影響は軽微でありま

す。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益

として処理しておりま

す。なお、在外子会社等

の資産及び負債、収益及

び費用は中間連結決算日

の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は

少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整

勘定に含めて計上してお

ります。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益

として処理しておりま

す。なお、在外子会社等

の資産及び負債、収益及

び費用は中間連結決算日

の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替

換算調整勘定及び少数株

主持分に含めて計上して

おります。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。な

お、在外子会社等の資産

及び負債、収益及び費用

は連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含

めて計上しております。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

 当社及び国内連結子会

社は、リース物件の所有

権が借主に移転すると認

められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた

会計処理によっておりま

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左



す。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 イ ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採

用しております。な

お、為替予約について

はすべて振当処理の要

件を満たしているため

振当処理を採用してお

ります。

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 イ ヘッジ会計の方法

     同左

  

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 イ ヘッジ会計の方法

     同左

 ロ ヘッジ手段とヘッジ

対象

   ヘッジ手段

    為替予約

   ヘッジ対象

    外貨建予定取引

 ロ ヘッジ手段とヘッジ

対象

   ヘッジ手段

    同左

   ヘッジ対象

    同左

 ロ ヘッジ手段とヘッジ

対象

   ヘッジ手段

    同左

   ヘッジ対象

    同左

 ハ ヘッジ方針

 社内規定に基づき、

為替変動リスク及び金

利変動リスクをヘッジ

しております。

 ハ ヘッジ方針

    同左

 ハ ヘッジ方針

    同左

 ニ ヘッジ有効性評価の

方法

 ヘッジ手段とヘッジ

対象の資産・負債又は

予定取引に関する重要

な条件が同一であり、

ヘッジ開始時及びその

後も継続して、相場変

動又はキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺

するものと想定するこ

とができるため、有効

性の判定は省略してお

ります。

 ニ ヘッジ有効性評価の

方法

同左

 ニ ヘッジ有効性評価の

方法

同左

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

   消費税等の会計処理

 消費税等の会計処

理は、税抜方式によ

っております。

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

(7) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない主として取得日

から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からな

っております。

     同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない主として取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなって

おります。



会計処理の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利

益が15百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。

     ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第6号）

を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利

益が23百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき当該各資産の金額から直接控除

しております。

     ―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第8号）を適用しております。

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相応する金額は、9,666百万円で

あります。

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

 

 

     ――――――



表示方法の変更 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

 前中間連結会計期間まで営業外費用の「その他」に

含めて表示しておりました売上割引については営業外

費用の合計額の100分の10を超えることとなったため、

当中間連結会計期間より「売上割引」として表示して

おります。 

なお、前中間連結会計期間の売上割引の金額は16百万

円であります。

         ――――――

         ――――――

        
（中間連結貸借対照表）

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」と

して掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「負ののれん」と表示しております。

（中間連結損益計算書）

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間から「負ののれん償却額」と表示しております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間から「負ののれん償却額」と表示しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

＊１ 有形固定資産減価償却累計額

1,838百万円

＊１ 有形固定資産減価償却累計額

1,692百万円

＊１ 有形固定資産減価償却累計額

1,678百万円

 

＊２ 担保に供している資産

受取手形 1,681百万円

土地 64 〃

投資有価証券 1,518 〃

その他 1 〃

計 3,266百万円

 上記物件について、仕入債務

4,964 百 万 円、短 期 借 入 金

3,978 百 万 円、長 期 借 入 金

200百万円の担保に供しており

ます。

 

＊２ 担保に供している資産

受取手形 1,622百万円

土地 64 〃

投資有価証券 1,700 〃

その他 1 〃

計 3,389百万円

 上記物件について、仕入債務

5,909百万円、短期借入金3,874

百万円、長期借入金200百万円

の担保に供しております。

 

＊２ 担保に供している資産

受取手形 1,706百万円

土地 64 〃

投資有価証券 1,842 〃

その他 1 〃

計 3,614百万円

 上記物件について、仕入債務

5,028百万円、短期借入金4,246

百万円、長期借入金200百万円

の担保に供しております。

＊３ 売上債権の流動化

 当社は、受取手形及び売掛債

権の流動化を行っており、当中

間連結会計期間末の金額は次の

とおりであります。

＊３ 売上債権の流動化

 当社は、受取手形及び売掛債

権の流動化を行っており、当中

間連結会計期間末の金額は次の

とおりであります。

＊３ 売上債権の流動化

 当社は、受取手形及び売掛債

権の流動化を行っており、当連

結会計年度末の金額は次のとお

りであります。

受取手形譲渡額 4,659百万円

売掛金譲渡額 3,750 〃 

計 8,409百万円

受取手形譲渡額 3,727百万円

売掛金譲渡額 1,976 〃

計 5,704百万円

受取手形譲渡額 3,846百万円

売掛金譲渡額 3,490 〃

計 7,337百万円

 ４ 保証債務

 当社の従業員及び連結会社以

外の会社の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っており

ます。

高和精工(上海) 
有限公司

238百万円

P.T.Pakarti 
Riken Indonesia

183 〃

明和産業(上海) 
有限公司

168 〃

高和精密模具  
(上海)有限公司

31 〃

従業員住宅ローン 53 〃

計 676百万円

 

 ４ 保証債務

 当社の従業員及び連結会社以

外の会社の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っており

ます。

高和精工(上海)
有限公司

269百万円

P.T.Pakarti 
Riken Indonesia

127 〃

高和精密模具 
(上海)有限公司

84  〃

従業員住宅ローン 46  〃

計 528百万円
 

 ４ 保証債務

 当社の従業員及び連結会社以

外の会社の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っており

ます。

高和精工(上海) 
有限公司

196百万円

P.T.Pakarti 
Riken Indonesia

160 〃

高和精密模具(上海) 
有限公司

65 〃

従業員住宅ローン 50 〃

計 472百万円

 ５ 受取手形割引高 86百万円

   受取手形裏書 
   譲渡高

37百万円

 ５ 受取手形割引高 244百万円

   受取手形裏書
   譲渡高

43百万円

５ 受取手形割引高 361百万円

  受取手形裏書 
   譲渡高

38百万円

 ６ 当社グループは運転資金の効

率的な調達を行うため主要取引

金融機関と当座貸越契約を締結

しております。

 ６ 当社グループは運転資金の効

率的な調達を行うため主要取引

金融機関と当座貸越契約を締結

しております。

 ６ 当社グループは運転資金の効

率的な調達を行うため主要取引

金融機関と当座貸越契約を締結

しております。

 この契約に基づく当中間連結

会計期間末における借入未実行

残高は次のとおりです。
当座貸越契約
の総額

4,250百万円

借入実行残高 1,400 〃

差引額 2,850百万円

 この契約に基づく当中間連結

会計期間末における借入未実行

残高は次のとおりです。
当座貸越契約
の総額

4,250百万円

借入実行残高 980 〃

差引額 3,270百万円

 この契約に基づく当連結会計

年度末における借入未実行残高

は次のとおりです。
当座貸越契約
の総額

4,250百万円

借入実行残高 1,630 〃

差引額 2,620百万円



次へ 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

     ――――――

 

＊７ 中間連結会計期末日満期日  

手形

    中間連結会計期末日満期日手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。

     なお、当中間連結会計期末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。

   受取手形 1,515百万円

   支払手形 640百万円

     ――――――



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

給料手当 1,018百万円

賞与引当金 
繰入額

35 〃

貸倒引当金 
繰入額

67 〃

＊１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

給料手当 1,093百万円

賞与引当金
繰入額

36 〃

貸倒引当金
繰入額
役員退職慰労
引当金繰入額

22 〃

17  〃
 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

給料手当 2,033百万円

賞与引当金
繰入額

36 〃

貸倒引当金
繰入額

145 〃

＊２ 固定資産売却益の内訳

  固定資産売却益の内訳は車両等 

    であり、少額な資産の売却益の 

    合計であります。

＊２ 固定資産売却益の内訳

工具・器具及び備
品

1百万円

土地 7 〃

計 8百万円

＊２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び 
運搬具

1百万円

工具・器具及び 
備品

1 〃

計 3百万円

＊３ 減損損失

  当社グループは、以下の資産グ 

   ループについて減損損失を計上  

  致しました。

     ―――――― ＊３ 減損損失

  当社グループは、以下の資産グ 

   ループについて減損損失を計上  

  致しました。

 

用途 種類 場所
金額 
(百万円)

遊休 土地
兵庫県
神戸市

3

遊休 土地
群馬県
吾妻郡

5

遊休 土地
大阪府
堺市

6

計 15

用途 種類 場所
金額 
(百万円)

遊休 土地
兵庫県
神戸市

3

遊休 土地
群馬県
吾妻郡

5

遊休 土地
大阪府
堺市

6

遊休 土地
静岡県
伊東市

7

計 23

(経緯） 

上記のうち兵庫県神戸市及び群馬

県吾妻郡の土地については、取引

先の倒産等による債務の弁済とし 

て取得、また大阪府堺市の土地に

ついては化学品関連事業取扱商品

の製造施設用土地として取得し貸

与しておりましたが、貸与先が同

事業から撤退しております。現状

売却を含む有益な活用方法を模索

しておりますが、現時点では売却

先が決まっておらず、また利用可

能性も少ない事から、遊休資産と

なっております。

今後の利用も困難であると見込ま

れ、また地価も著しく下落してい

るため、減損損失を認識したもの

であります。

(経緯） 

上記のうち兵庫県神戸市及び群馬 

県吾妻郡の土地については、取引 

先の倒産等による債務の弁済とし 

て取得、また大阪府堺市の土地に 

ついては、化学品関連事業取扱商 

品の製造施設用土地として取得し 

貸与しておりましたが、貸与先が 

同事業から撤退しております。ま 

た、静岡県伊東市の土地について 

は、厚生施設建設用地として取得 

しましたがその後計画は実行され 

ないまま現在に至っております。 

現状売却を含む有益な活用方法を 

模索しておりますが、現時点では 

売却先が決まっておらず、また利 

用可能性も少ない事から、遊休資 

産となっております。 

今後の利用も困難であると見込ま 

れ、また地価も著しく下落してい 

るため、減損損失を認識したもの 

であります。



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（グルーピングの方法） 

事業部門別を基本とし、連結財務

諸表提出会社の管理会計区分であ

る各営業グループ及び連結子会 

社・持分法適用会社１社を単位 

に、また将来の使用が見込まれて

いない遊休資産については個々の

物件単位でグルーピングをしてお

ります。

     ―――――― （グルーピングの方法） 

事業部門別を基本とし、当社の管

理会計区分である各営業グループ

及び国内連結子会社１社を単位

に、また将来の使用が見込まれて

いない遊休資産については個々の

物件単位でグルーピングをしてお

ります。

（回収可能価額の算定方法等） 

正味売却価額により測定してお  

り、大阪府堺市の土地については

不動産鑑定価額で、その他の土地

については固定資産税評価額で算

定しております。

（回収可能価額の算定方法等） 

正味売却価額により測定してお

り、大阪府堺市及び静岡県伊東市

の土地については不動産鑑定価額

で、その他の土地については固定

資産税評価額で算定しておりま

す。



次へ 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   
  
２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  135株 
  
  
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 41,780,000 ― ― 41,780,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 15,985 135 ― 16,120



前へ   次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

＊１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成17年９月30日現在)

現金及び預金勘定 1,149百万円
  

＊１  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成18年９月30日現在)

現金及び預金勘定 1,278百万円
 

 

＊１ 現金及び現金同等物の期末

残高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,631百万円

      ―――――

  
      ―――――

 

＊２ 当連結会計年度末より重要性

が増したことにより新たに連結

子会社となった明和産業（上

海）有限公司の主な資産・負債

の内訳は次のとおりです。

流動資産 852百万円

固定資産 9   〃 

計 862百万円

流動負債 669百万円

固定負債  ―   

計 669百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

Ⅰ 借手側

(1) リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記

Ⅰ 借手側

(1) リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記

Ⅰ 借手側

(1) リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物及 
び構築 
物

7 6 1

機械装 
置及び 
運搬具

66 49 17

工具・ 
器具及 
び備品

292 194 97

無形固 
定資産

14 10 3

合計 380 260 119

 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具

33 9 23

工具・ 
器具及 
び備品

201 146 54

無形固 
定資産

14 13 0

合計 248 169 79

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及
び構築
物

7 6 0

機械装
置及び
運搬具

58 47 10

工具・
器具及
び備品

240 165 74

無形固
定資産

14 12 2

合計 320 232 88

 ② 未経過リース料

   中間期末残高相当額

１年内 60百万円

１年超 66百万円

合計 127百万円

 ② 未経過リース料

   中間期末残高相当額

１年内 33百万円

１年超 50百万円

合計 84百万円

 ② 未経過リース料

   期末残高相当額

１年内 47百万円

１年超 47百万円

合計 94百万円

転リース物件の未経過リース

料中間期末残高相当額

１年内 34百万円

１年超 24百万円

合計 58百万円

転リース物件の未経過リース

料中間期末残高相当額

１年内 19百万円

１年超 5百万円

合計 24百万円

転リース物件の未経過リース

料期末残高相当額

１年内 26百万円

１年超 13百万円

合計 40百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 46百万円

減価償却費相当額 41百万円

支払利息相当額 3百万円

転リース物件の 
支払リース料

20百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 28百万円

減価償却費相当額 25百万円

支払利息相当額 2百万円

転リース物件の
支払リース料

15百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 85百万円

減価償却費相当額 76百万円

支払利息相当額 6百万円

転リース物件の 
支払リース料

39百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左



前へ   次へ 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 14百万円

１年超 2百万円

合計 17百万円

(2) オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 2百万円

合計 4百万円

(2) オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 8百万円

１年超 1百万円

合計 9百万円

Ⅱ 貸手側

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記

Ⅱ 貸手側

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記

Ⅱ 貸手側

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記

 ① 固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 
(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具

9 2 6

工具・ 
器具及 
び備品

8 5 2

合計 17 8 9

 ① 固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高

取得価額
(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 
(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具

9 3 5

工具・ 
器具及 
び備品

8 6 1

合計 17 10 7

 ① 固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累

計額及び期末残高

取得価額
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

機械装
置及び
運搬具

9 3 6

工具・
器具及
び備品

8 6 1

合計 17 9 8

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 4百万円

１年超 5百万円

合計 10百万円

 
 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 4百万円

１年超 1百万円

合計 5百万円

 
 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 4百万円

１年超 3百万円

合計 7百万円

 

転リース物件の未経過リース

料中間期末残高相当額

１年内 35百万円

１年超 25百万円

合計 61百万円

転リース物件の未経過リース

料中間期末残高相当額

１年内 19百万円

１年超 5百万円

合計 25百万円

転リース物件の未経過リース

料期末残高相当額

１年内 27百万円

１年超 14百万円

合計 42百万円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、営業債権の中

間期末残高等に占める割合

が低いため、受取利子込み

法より算定しております。

  (注)   同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、営業債権の期末残

高等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法より算

定しております。

 ③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 2百万円

減価償却費 1百万円

転リース物件の 
受取リース料

21百万円

 ③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 2百万円

減価償却費 0百万円

転リース物件の
受取リース料

16百万円

 

 ③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 4百万円

減価償却費 2百万円

転リース物件の 
受取リース料

40百万円



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)     (平成17年９月30日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注）当中間連結会計期間においては、その他有価証券で時価のある株式については減損処理を行っておりません。 

 なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合に

は全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と

認められた額については減損処理を行っております。 

  

２ 時価のない有価証券の主な内容 

  

 
  

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 3,159 6,400 3,240

(2) 債券 ― ― ―

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 3,159 6,400 3,240

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 346



(当中間連結会計期間末)     (平成18年９月30日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注）当中間連結会計期間においては、その他有価証券で時価のある株式については減損処理を行っておりません。 

 なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合に

は全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と

認められた額については減損処理を行っております。 

  

２ 時価のない有価証券の主な内容 

  

 
  

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 2,980 7,039 4,058

(2) 債券 ― ― ―

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 2,980 7,039 4,058

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 340



(前連結会計年度末)     (平成18年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注）当連結会計年度においては、その他有価証券で時価のある株式については減損処理を行っておりません。 

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。 

  

２ 時価のない有価証券の主な内容 

  

 
  

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 3,032 7,965 4,932

(2) 債券 ― ― ―

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 3,032 7,965 4,932

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 340



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間)  (自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引として先物為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を

適用しているため記載を省略しております。 

  

(当中間連結会計期間)  (自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引として先物為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を

適用しているため記載を省略しております。 

  

(前連結会計年度)    (自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引として先物為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を

適用しているため記載を省略しております。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

   
当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
  

化学品 
関連事業 
(百万円)

合成樹脂 
関連事業 
(百万円)

機能建材
関連事業 
(百万円)

燃料・
物資関連 
事業 
(百万円)

海外業務
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

26,014 16,901 11,937 6,485 4,479 65,818 ― 65,818

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

169 472 20 16 22 701 (701) ―

計 26,183 17,374 11,957 6,501 4,502 66,519 (701) 65,818

営業費用 25,990 17,126 11,661 6,407 4,293 65,480 (426) 65,053

営業利益 192 247 295 94 209 1,039 (275) 764

化学品 
関連事業 
(百万円)

合成樹脂 
関連事業 
(百万円)

機能建材
関連事業 
(百万円)

燃料・
物資関連 
事業 
(百万円)

海外業務
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

27,176 16,656 11,496 9,722 5,090 70,142 ― 70,142

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

103 474 16 55 36 686 (686) ―

計 27,279 17,130 11,512 9,778 5,127 70,828 (686) 70,142

営業費用 26,748 16,920 11,235 9,583 5,016 69,504 (407) 69,097

営業利益 530 209 277 195 110 1,323 (278) 1,045

化学品 
関連事業 
(百万円)

合成樹脂 
関連事業 
(百万円)

機能建材
関連事業 
(百万円)

燃料・
物資関連 
事業 
(百万円)

海外業務
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

51,747 33,920 23,964 15,554 8,759 133,946 ― 133,946

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

328 956 39 38 62 1,424 (1,424) ―

計 52,076 34,876 24,003 15,593 8,821 135,371 (1,424) 133,946

営業費用 51,475 34,381 23,415 15,356 8,600 133,229 (847) 132,381

営業利益 600 494 587 237 221 2,141 (576) 1,565



(注) １ 事業区分の方法 

事業の区分は、商品の種類、市場の類似性等に照らし内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分に属する主要な商品 

 
３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 
４ 事業区分の変更（前中間連結会計期間） 

 当中間連結会計期間より従来「燃料・物資関連事業」に区分しておりました炭素製品事業（活性炭・電極

材料等）及びコークス事業を「化学品関連事業」に、同じく金属製品事業を「海外業務関連事業」に含めて

区分しております。 

 この変更は、連結財務諸表提出会社において、従来から「化学品関連事業」で取り扱っておりますカーボ

ンブラック、炭素繊維等に上記炭素製品及びコークスを加え炭素関連商品を一纏めにすることにより市場対

応力を、また貿易取引中心の金属製品事業を既存の「海外業務関連事業」と一本化することにより海外ビジ

ネスを、それぞれ強化するために組織の変更を行ったことに伴い、内部管理における事業区分の見直しを行

った結果、事業の種類別セグメント情報においても変更後の同区分によることが、事業の内容をより的確に

反映できると判断したことによるものであります。 

    ５ 事業区分の変更（前連結会計年度） 

 当連結会計年度より、従来「燃料・物資関連事業」に区分しておりました炭素製品（活性炭・電極材料

等）及びコークス事業を「化学品関連事業」に、同じく金属製品事業を「海外業務関連事業」に含めて区分

しております。 

 この変更は、連結財務諸表提出会社において、従来から化学品関連事業で取扱って参りましたカーボンブ

ラック、炭素繊維等に上記炭素製品及びコークスを加え炭素関連商品を一纏めにすることにより市場対応力

を、また貿易取引中心の金属製品事業を既存の海外関連事業と一本化することにより海外ビジネスを、それ

ぞれ強化するため平成17年６月１日付にて組織の再編を行なった結果、事業の種類別セグメントにおいても

変更後の内部管理区分によることが事業の内容をより的確に反映できるものと判断したことによるものであ

ります。 

  

事業区分 主要商品

化学品関連事業
有機及び無機工業薬品、石油化学製品、食品添加物、農薬、医薬品、合成ゴ
ム、肥料、難燃剤、炭素製品等

合成樹脂関連事業 合成樹脂原料並びに製品

機能建材関連事業 硝子繊維等の建築資材、木材及び木材製品等

燃料・物資関連事業 石油製品、硝子製品等

海外業務関連事業 医療機器、農水産物、鋳造物、継手等

前中間連結 
会計期間 
(百万円)

当中間連結
会計期間 
(百万円)

前連結
会計年度 
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目
に含めた配賦不能営
業費用の金額

282 283 585
当社の総務・経理部門等の管理
部門に係る費用であります。



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

当社及び連結子会社は本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地

別セグメント情報の記載はしておりません。 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める本邦の売上高の金額割合が90%を超えているため、所在地別セ

グメント情報の記載は省略しております。 

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の売上高及び資産

の金額割合がいずれも90%を超えているため、所在地別セグメント情報の記載は省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………中華人民共和国、ベトナム社会主義共和国 

  (2) その他の地域……北米・中南米 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………中華人民共和国、大韓民国 

  (2) その他の地域……北米、中南米 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  (1) アジア……………中華人民共和国、大韓民国 

  (2) その他の地域……北米、中南米 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

アジア その他の地域 合計

Ⅰ海外売上高（百万円） 4,925 1,152 6,078

Ⅱ連結売上高（百万円） 65,818

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合(%) 7.48 1.75 9.23

アジア その他の地域 合計

Ⅰ海外売上高（百万円） 9,086 846 9,933

Ⅱ連結売上高（百万円） 70,142

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合(%) 12.95 1.21 14.16

アジア その他の地域 合計

Ⅰ海外売上高（百万円） 11,695 1,865 13,561

Ⅱ連結売上高（百万円） 133,946

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合(%) 8.73 1.39 10.12



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

  

２ １株当たり中間（当期）純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

  

   該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

  

該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 167円58銭 １株当たり純資産額 231円43銭 １株当たり純資産額 213円30銭

１株当たり中間純利益 15円02銭 １株当たり中間純利益 28円09銭 １株当たり当期純利益 31円84銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） ― 9,778 ―

普通株式に係る純資産額（百万円） ― 9,665 ―

差額の主な内訳（百万円）

 少数株主持分 ― 113 ―

普通株式の発行済株式数（千株） ― 41,780 ―

普通株式の自己株式数（千株） ― 16 ―

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式数
（千株）

― 41,763 ―

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 627 1,173 1,329

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ―

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 627 1,173 1,329

普通株式の期中平均株式数（千株） 41,766 41,763 41,765



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 889 898 858

 ２ 受取手形 *2,3,7 7,669 9,411 8,619

 ３ 売掛金 ＊３ 20,287 24,025 21,955

 ４ たな卸資産 2,749 3,031 2,327

 ５ 繰延税金資産 226 181 235

 ６ その他
＊８ 
 

2,609 2,043 2,422

   貸倒引当金 △814 △650 △850

  流動資産合計 33,616 75.1 38,942 78.0 35,569 74.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ＊１ 229 167 196

 ２ 無形固定資産 15 15 15

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 
    及び出資金

＊２ 8,569 9,111 10,090

  (2) その他 2,921 2,393 2,406

    貸倒引当金 △575 △685 △539

  投資その他の資産合計 10,916 10,819 11,957

  固定資産合計 11,161 24.9 11,002 22.0 12,169 25.5

  資産合計 44,778 100.0 49,945 100.0 47,738 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ＊2,7 4,541 4,983 4,527

 ２ 買掛金 ＊２ 19,651 22,691 19,864

 ３ 短期借入金 ＊２ 4,981 5,087 5,208

 ４ その他 504 1,606 929

  流動負債合計 29,679 66.3 34,368 68.8 30,530 63.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 7,200 6,000 7,200

 ２ 退職給付引当金 297 264 293

 ３ 役員退職慰労引当金 ― 64 ―

 ４ その他 2,404 2,386 3,091

  固定負債合計 9,901 22.1 8,715 17.5 10,584 22.2

  負債合計 39,581 88.4 43,084 86.3 41,115 86.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 4,024 9.0 ― ― 4,024 8.4

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 2,761 ― 2,761

  資本剰余金合計 2,761 6.2 ― ― 2,761 5.8

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 337 ― 337

 ２ 中間(当期)未処理 
   損失

3,825 ― 3,388

  利益剰余金合計 △3,488 △7.8 ― ― △3,051 △6.4

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金

1,902 4.2 ― ― 2,892 6.1

Ⅴ 自己株式 △3 △0.0 ― ― △3 △0.0

  資本合計 5,196 11.6 ― ― 6,623 13.9

  負債資本合計 44,778 100.0 ― ― 47,738 100.0 



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,024 8.0 ― ―

 ２ 資本剰余金

     資本準備金 ― 2,761 ―

   資本剰余金合計 ― ― 2,761 5.5 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 337 ―

  (2) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― △2,614 ―

   利益剰余金合計 ― ― △2,276 △4.5 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △3 △0.0 ― ―

  株主資本合計 ― ― 4,505 9.0 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 2,356 ―

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― △0 ―

  評価・換算差額等合計 ― ― 2,355 4.7 ― ―

  純資産合計 ― ― 6,861 13.7 ― ―

  負債純資産合計 ― ― 49,945 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 58,631 100.0 60,959 100.0 119,738 100.0

Ⅱ 売上原価 56,080 95.6 58,152 95.4 114,526 95.6

   売上総利益 2,550 4.4 2,806 4.6 5,212 4.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,026 3.5 2,051 3.3 4,075 3.4

   営業利益 524 0.9 755 1.3 1,136 1.0

Ⅳ 営業外収益 ＊１ 136 0.2 135 0.2 262 0.2

Ⅴ 営業外費用 ＊２ 163 0.3 167 0.3 314 0.3

   経常利益 497 0.8 723 1.2 1,085 0.9

Ⅵ 特別利益 ＊３ 63 0.1 381 0.6 394 0.3

Ⅶ 特別損失 ＊４ 48 0.0 196 0.3 116 0.1

   税引前中間（当期） 
   純利益

512 0.9 907 1.5 1,363 1.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

77 213 500

   法人税等調整額 212 290 0.5 △79 133 0.2 203 704 0.6

   中間（当期）純利益 222 0.4 774 1.3 659 0.5

   前期繰越損失 4,047 ― 4,047

   中間(当期)未処理 
   損失

3,825 ― 3,388



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,024 2,761 2,761

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ―

平成18年９月30日残高(百万円) 4,024 2,761 2,761

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 337 △3,388 △3,051 △3 3,730

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 774 774 774

 自己株式の買取 △0 △0

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 774 774 △0 774

平成18年９月30日残高(百万円) 337 △2,614 △2,276 △3 4,505

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,892 ― 2,892 6,623

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 774

 自己株式の買取 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△535 △0 △536 △536

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△535 △0 △536 238

平成18年９月30日残高(百万円) 2,356 △0 2,355 6,861



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会

社株式

移動平均法による原

価法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会

社株式

同左

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会

社株式

同左

  その他有価証券 

   時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

  その他有価証券

   時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定)

  その他有価証券 

   時価のあるもの

決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの

移動平均法による

原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) デリバティブ 

   時価法

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

(3) たな卸資産

先入先出法による原

価法

(3) たな卸資産

同左

(3) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

 建物については定率法

を、建物以外については

主に貸与資産であり定額

法を採用しております。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

 なお、主な耐用年数は

下記のとおりでありま

す。

建物 10～18年

構築物  5～15年

機械及び 

装置
 5～ 8年

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産

 定額法を採用しており

ます。

 なお、ソフトウェア

(自社利用)については、

社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については、貸

倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別

に回収可能性を勘案し回

収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

 なお、当社は適格退職

年金制度を全面採用して

おります。

 また、会計基準変更時

差異(1,988百万円)につ

いては、15年による按分

額を費用処理しておりま

す。

 数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から処

理することとしておりま

す。

  ――――――

(2) 退職給付引当金

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく中間会計期間末要

支給額を計上しておりま

す。 

 

（会計処理の変更）  

 従来、役員退職慰労金

は、支出時の費用として

処理しておりましたが、

当中間会計期間より内規

に基づく中間会計期間末

要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方

法に変更しました。 

 この変更は、当中間会

計期間に行った内規の見

直しを機として、役員の

増加並びに在職年数の長

期化傾向に鑑み、期間損

益の適正化を図るため、

役員退職慰労金を役員の

在任期間にわたって合理

的に費用配分したことに

よります。 

 

(2) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、計上しておりま

す。

 なお、当社は適格退職

年金制度を全面採用して

おります。

 また、会計基準変更時

差異(1,988百万円)につ

いては、15年による按分

額を費用処理しておりま

す。

 数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から処

理することとしておりま

す。

 

  ――――――

  



  



項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 この変更により、当中間
会計期間の発生額15百万円
は販管費及び一般管理費
へ、過年度分相当額89百万
円は特別損失に計上してお
ります。  
 この結果、従来と同一の
方法を採用した場合と比
べ、営業利益及び経常利益
は24百万円増加し、税引前
中間純利益は64百万円減少
しております。

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への

換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同左  外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、為

替予約についてはすべて

振当処理の要件を満たし

ているため振当処理を採

用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ヘッジ手段

   為替予約

  ヘッジ対象

   外貨建予定取引

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針

 社内規定に基づき、為

替変動リスク及び金利変

動リスクをヘッジしてお

ります。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

 ヘッジ手段とヘッジ対

象の資産・負債又は予定

取引に関する重要な条件

が同一であり、ヘッジ開

始時及びその後も継続し

て、相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動を完全

に相殺するものと想定す

ることができるため、有

効性の判定は省略してお

ります。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

７ その他中間財務諸

表（財務諸表）作成

のための基本となる

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



重要な事項 っております。



会計処理の変更 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第6号）

を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益が40

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産から直接控除して

おります。 

      ――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」 (「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年8月9日)）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号）を適

用しております。 

 これにより税引前当期純利益が40

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。

      ――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相応する金額は、6,861百万円で

あります。

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

     ―――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

項目
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

＊１ 有形固定資産減

価償却累計額
1,414百万円 1,249百万円 1,241百万円

＊２  担保提供資産 百万円 百万円 百万円

受取手形 1,181

投資有価証券 
及び出資金

1,442

合計 2,623

受取手形 1,202

投資有価証券
及び出資金

1,553

合計 2,756

受取手形 1,176

投資有価証券 1,744

計 2,921

 上記物件について、仕入

債務4,600百万円、短期借

入金3,560百万円の担保に

供しております。

 上記物件について、仕入

債務5,584百万円、短期借

入金3,594百万円の担保に

供しております。

 上記物件について、仕入

債務4,599百万円、短期借

入金3,816百万円の担保に

供しております。

 

＊３ 売上債権の流動

化

 当社は、受取手形及び売

掛債権の流動化を行ってお

り、当中間会計期間末の金

額は次のとおりでありま

す。

百万円

受取手形
譲渡額

4,659

売掛金譲渡額 3,750

計 8,409

 当社は、受取手形及び売

掛債権の流動化を行ってお

り、当中間会計期間末の金

額は次のとおりでありま

す。

百万円

受取手形
譲渡額

3,727

売掛金譲渡額 1,976

計 5,704

 当社は、受取手形及び売

掛債権の流動化を行ってお

り、当事業年度末の金額は

次のとおりであります。

百万円

受取手形
譲渡額

3,846

売掛金譲渡額 3,490

計 7,337

４ 保証債務 １ 関係会社の借入金等に

対する支払保証

百万円

１ 関係会社の借入金等に

対する支払保証

百万円

１ 関係会社の借入金等に

対する支払保証

百万円

㈱十全チバフク 266

高和精工(上海)有限
公 司（う ち US $48
千、RMB\5,000千）

238

P.T.Pakarti  Riken 
Indonesia

183

明和産業(上海)有限
公 司 (RMB \11,300
千，US$100千)

168

高和精密模具(上海)
有 限 公 司 (US $216
千、RMB\520千)

31

東京グラスロン㈱ 20

㈱明和セールス 20

計 928  

高和精工(上海)有限
公司（うちRMB\8,000
千）

269

㈱十全チバフク 268

P.T.Pakarti  Riken 
Indonesia

127

高和精密模具(上海)
有限公司(US$216千、
RMB\2,240千)

84

明和産業(上海)有限
公司(RMB\5,011千)

74

㈱明和セールス 19

東京グラスロン㈱ 15

計 858  

㈱十全チバフク 244

高和精工(上海)有限
公司(うちRMB\3,600
千)

196

P.T.Pakarti  Riken 
Indonesia

160

明和産業(上海)有限
公司(RMB\8,511千)

124

高和精密模具(上海)
有限公司(RMB\1,320
千，US$216千)

65

㈱明和セールス 21

東京グラスロン㈱ 17

計 831

２ 関係会社以外の借入金

等に対する支払保証

百万円

２ 関係会社以外の借入金

等に対する支払保証

百万円

２ 関係会社以外の借入金

等に対する支払保証

百万円

従業員住宅ローン 53

計 53

合計 982

従業員住宅ローン 46

計 46

合計 905

従業員住宅ローン 50

計 50

合計 881

５ 受取手形割引高 86百万円 244百万円 346百万円

６ 受取手形裏書譲

渡高
33百万円 43百万円 32百万円



 
  

(中間損益計算書関係) 

  

  

項目
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

＊７ 中間会計期間 

末日満期手形

―――――  中間会計期間末日満期手

形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処

理しております。

 なお、当中間会計期間末

日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間会計期間

末日満期手形が、中間会計

期間末残高に含まれており

ます。

受取手形 1,515百万円

支払手形 640百万円

―――――

＊８ 消費税等の取扱

い

 仮受消費税等及び仮払消

費税等は、相殺のうえ、流

動資産の「その他」に含め

て表示しております。

同左 ―――――

９ その他  当社は運転資金の効率的

な調達を行うため主要取引

金融機関と当座貸越契約を

締結しております。 

 この契約に基づく当中間

会計期間末における借入未

実行残高は次のとおりで

す。

 当社は運転資金の効率的

な調達を行うため主要取引

金融機関と当座貸越契約を

締結しております。 

 この契約に基づく当中間

会計期間末における借入未

実行残高は次のとおりで

す。

 当社は運転資金の効率的

な調達を行うため主要取引

金融機関と当座貸越契約を

締結しております。 

 この契約に基づく当期末

における借入未実行残高は

次のとおりです。

当座貸越契
約の総額

3,500百万円

借入実行残
高

1,000 〃 

差引額 2,500百万円

当座貸越契
約の総額

3,500百万円

借入実行残
高

700 〃

差引額 2,800百万円

当座貸越契
約の総額

3,500百万円

借入実行残
高

1,200 〃 

差引額 2,300百万円

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 営業外収益のうちの主要項目 

  (＊１)

   受取利息 30百万円 30百万円 63百万円

   受取配当金 82百万円 77百万円 131百万円

２ 営業外費用のうちの主要項目 

  (＊２)

   支払利息 91百万円 93百万円 173百万円

３ 特別利益のうちの主要項目(＊３)

   投資有価証券売却益 21百万円 90百万円 40百万円

   固定資産売却益 0百万円 3百万円 1百万円

   貸倒引当金戻入益 31百万円 206百万円 21百万円

   関係会社清算益 10百万円 80百万円 10百万円

４ 特別損失のうちの主要項目(＊４)

   固定資産処分損 ― 0百万円 10百万円

   投資有価証券評価損 7百万円 107百万円 65百万円

   減損損失 40百万円 ― 40百万円

   役員退職慰労引当金繰入額 ― 89百万円 ―



次へ 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ 減損損失（＊４）
当社は、以下の資産グル
ープについて減損損失を 
計上致しました。

   ―――――
当社は、以下の資産グル 
ープについて減損損失を 
計上致しました。

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休 土地
秋田県

秋田市
31 

遊休 土地
兵庫県

神戸市
3 

遊休 土地
群馬県

吾妻郡
5 

計 40 

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休 土地
秋田県

秋田市
31 

遊休 土地
兵庫県

神戸市
3

遊休 土地
群馬県

吾妻郡
5 

計 40 

 
(経緯） 
上記の土地については、 
取引先の倒産等により債 
務の弁済として取得しま 
した。  
現状売却を含む有益な活 
用方法模索しております 
が、現時点では売却先が 
決まっておらず、また利 
用可能性も少ない事から 
遊休資産としておりま 
す。今後の利用も困難で 
あると見込まれ、また地 
価も著しく下落している 
ため、減損損失を認識し 
たものであります。

(経緯） 
上記の土地については、 
取引先の倒産等により債 
務の弁済として取得しま 
した。現状、売却を含む 
有益な活用方法を模索し 
ておりますが、現時点で 
は売却先が決まっておら 
ず、また利用可能性も少 
ない事から、遊休資産と 
なっております。 
今後の利用も困難である 
と見込まれ、また地価も 
著しく下落しているた 
め、減損損失を認識した 
ものであります。

(グルーピングの方法) 
事業部門別を基本とし、 
当社の管理会計区分であ 
る各営業グループを単位 
に、また将来の使用が見 
込まれていない遊休資産 
については個々の物件単 
位でグルーピングをして 
おります。

(グルーピングの方法) 
事業部門別を基本とし、 
当社の管理会計区分であ 
る各営業グループを単位 
に、また将来の使用が見 
込まれていない遊休資産 
については個々の物件単 
位でグルーピングをして 
おります。

(回収可能価額の算定方
法等） 
正味売却価額により測定 
しており、秋田市の土地 
については路線価を基に 
算定した評価額、その他 
の土地については固定資 
産税評価額で算定してお 
ります。

(回収可能価額の算定方
法等） 
正味売却価額により測定 
しており、秋田市の土地 
については路線価を基に 
算定した評価額、その他 
の土地については固定資 
産税評価額で算定してお 
ります。

６ 減価償却実施額

   有形固定資産 18百万円 12百万円 45百万円

   無形固定資産 0百万円 0百万円 0百万円



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   135株 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 15,985 135 ― 16,120



(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 借手側

 (1)リース物件の所

有権が借主に移転す

ると認められるもの

以外のファイナン

ス・リース取引

① リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計額
相当額及び中間期末残高
相当額

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円)

建物 7 6 1 

機 械 及

び装置
56 49 7 

車両 10 0 9 

工具・器

具及び備

品

251 181 69 

合計 325 237 87

 

① リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計額
相当額及び中間期末残高
相当額

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円)

機 械 及

び装置
7 6 0

車両 25 3 22

工具・器

具及び備

品

159 128 31

合計 192 137 55

① リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当
額

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末残高 

相当額 

(百万円)

建物 7 6 0

機 械 及

び装置
48 46 2

車両 10 1 8

工 具・

器 具 及

び備品

199 151 47

合計 264 205 59

② 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 50百万円

１年超 43百万円

合計 93百万円

② 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 24百万円

１年超 34百万円

合計 58百万円

② 未経過リース料期末残

高相当額

１年内 36百万円

１年超 26百万円

合計 63百万円

 転リース物件の未経過

リース料中間期末残高相

当額

１年内 34百万円

１年超 24百万円

合計 58百万円

 転リース物件の未経過

リース料中間期末残高相

当額

１年内 19百万円

１年超 5百万円

合計 24百万円
 

 転リース物件の未経過

リース料期末残高相当額

１年内 26百万円

１年超 13百万円

合計 40百万円

③ 当中間期の支払リース

料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 40百万円

減価償却費 
相当額

36百万円

支払利息 
相当額

2百万円

転リース物件 
の支払リース 
料

20百万円

③ 当中間期の支払リース

料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 22百万円

減価償却費
相当額

19百万円

支払利息
相当額

1百万円

転リース物件
の支払リース
料

15百万円

③ 支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 72百万円

減価償却費 
相当額

65百万円

支払利息 
相当額

4百万円

転リース物件 
の支払リース 
料

39百万円

④ 減価償却費相当額の算

定方法

 リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっておりま

す。

④ 減価償却費相当額の算

定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算

定方法

同左



前へ   次へ 

 
  

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

  

 

⑤ 利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース

物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法に

ついては、利息法によっ

ております。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

 (2)オペレーティン

グ・リース取引

      ―――――

 

未経過リース料

１年内 0百万円

１年超 1百万円

合計 2百万円

      ―――――  
 

２ 貸手側

  リース物件の所有

権が借主に移転する

と認められるもの以

外のファイナンス・

リース取引

① 固定資産に含まれてい

るリース物件の取得価

額、減価償却累計額及び

中間期末残高

取得価額 

  

(百万円)

減価償却

累計額 

(百万円)

中間期末残

高 

(百万円)

機 械 及

び装置
9 2 6

工 具・

器 具 及

び備品

8 5 2

合計 17 8 9

① 固定資産に含まれてい

るリース物件の取得価

額、減価償却累計額及び

中間期末残高

取得価額 

  

(百万円)

減価償却

累計額 

(百万円)

中間期末残

高 

(百万円)

機 械 及

び装置
9 3 5

工 具・

器 具 及

び備品

8 6 1

合計 17 10 7

① 固定資産に含まれてい

るリース物件の取得価

額、減価償却累計額及び

期末残高

取得価額 

  

(百万円)

減価償却

累計額 

(百万円)

期末残高 

  

(百万円)

機 械 及

び装置
9 3 6

工 具・

器 具 及

び備品

8 6 1

合計 17 9 8

② 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 4百万円

１年超 5百万円

合計 10百万円

② 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 4百万円

１年超 1百万円

合計 5百万円

② 未経過リース料期末残

高相当額

１年内 4百万円

１年超 3百万円

合計 7百万円

 転リース物件の未経過

リース料中間期末残高

相当額

１年内 35百万円

１年超 25百万円

合計 61百万円

 転リース物件の未経過

リース料中間期末残高

相当額

１年内 19百万円

１年超 5百万円

合計 25百万円
 

 転リース物件の未経過

リース料期末残高相当額

１年内 27百万円

１年超 14百万円

合計 42百万円

 

 なお、未経過リース料

中間期末残高相当額及び

見積残存価額の残高合計

額は、営業債権の中間期

末残高等に占めるその割

合が低いため、受取利子

込み法により算定してお

ります。

同左  なお、未経過リース料

期末残高相当額及び見積

残存価額の残高合計額

は、営業債権の期末残高

等に占めるその割合が低

いため、受取利子込み法

により算定しておりま

す。

③ 受取リース料及び減価

償却費

受取リース料 2百万円

減価償却費 1百万円

③ 受取リース料及び減価

償却費

受取リース料 2百万円

減価償却費 0百万円

③ 受取リース料及び減価

償却費

受取リース料 4百万円

減価償却費 2百万円

転リース物件の

受取リース料

21百万円

転リース物件の

受取リース料

16百万円

転リース物件の

受取リース料

40百万円



前へ 

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 
    
  

該当事項はありません。 
  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度 第87期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長 

 に提出 

  

 (2) 臨時報告書 

   平成18年10月2日関東財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第11号に基づく臨時報告書であります。 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

  

平成１７年１２月１５日

  

   

 
  

  
 

   

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている明和産業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、明和産業株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期

間から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財

務諸表を作成している。 

２．セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」（注）４に記載されているとおり、会社は当中間連

結会計期間からセグメント情報の事業区分を変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

明 和 産 業 株 式 会 社

取  締  役  会 御中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
     
業務執行社員

公認会計士 杉  本  茂  次 印

指定社員 
     
業務執行社員

公認会計士 岩  下  稲  子 印

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半

期報告書提出会社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

  

平成１８年１２月８日

  

   

 
  

  
 

   

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている明和産業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、明和産業株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から役

員退職慰労金に関する会計処理を支出時の費用として処理する方法から内規に基づく中間連結会計期間末要

支給額を計上する方法に変更している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

明 和 産 業 株 式 会 社

取  締  役  会 御中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
     
業務執行社員

公認会計士 杉  本  茂  次 印

指定社員 
     
業務執行社員

公認会計士 岩  下  稲  子 印

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半

期報告書提出会社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

  

平成１７年１２月１５日

  

   

 
  

  
 

   

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている明和産業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８７期事業年度の中間

会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、明和産業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成して

いる。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

明 和 産 業 株 式 会 社

取  締  役  会 御中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
     
業務執行社員

公認会計士 杉  本  茂  次 印

指定社員 
     
業務執行社員

公認会計士 岩  下  稲  子 印

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半

期報告書提出会社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

  

平成１８年１２月８日

  

   

 
  

  
 

   

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている明和産業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８８期事業年度の中間

会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、明和産業株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、会社は当中間会計期間から役員退職慰

労金に関する会計処理を支出時の費用として処理する方法から内規に基づく中間会計期間末要支給額を計上

する方法に変更している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

明 和 産 業 株 式 会 社

取  締  役  会 御中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
     
業務執行社員

公認会計士 杉  本  茂  次 印

指定社員 
     
業務執行社員

公認会計士 岩  下  稲  子 印

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半

期報告書提出会社）が別途保管しております。
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